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4．シミュレーションによる分析

5．むすびにかえて

！、　はじめに

　「原価計算は，目的手段体系として，その成立の当初から現在にいたるまで，

さまざまな実践の場から提起され，時代とともに変容する各種の目的に応える

ことを期待されてきた」ω膵曲．1985，p．9］。

　例えば，今日においては，経済環境，政治環境および技術環境の不確実性の

増大のために，最高経営者層は，彼（女）らの意思決定に占める戦略性の高まり

をひしひしと感じて，独自の原価計算技法を生み出し，これを実践している。

また，学会においても，この企業環境の激変と原価計算の変貌を受けて，これ

らの技法とりわけ1980年代後半には活動基準原価計算（Activity　Based
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Costi㎎：ABC）の研究が，最近では原価企画の研究がそれぞれ活発に行われて

きている〔2〕。

　こうして実務の先行とその追認という形で，現在多くの原価計算研究が行わ

れているが，時代が変わり原価計算に求められる目的および技法が変化しよう

とも，原価計算システム本来の在り方に関する明示的な議論なくして，その技

法をいくら問うてみたところで実りある議論は成り立たないであろう。すなわ

ち，どういう場面では，どのような原価計算システムを開発ないし適用するの

が，組織目的にもっとも適合するのかという視点から分析が行われる必要があ

る。そこで，本稿では，情報経済学的アプローチを援用して，原価情報の集約

という観点から　意思決定に適合的な原価計算システムの選択問題について分

析を行う。

　論文の構成は以下の通りである。まず，第2節ではFeltham［1977］にした

がって，原価計算システムをモデル化し，そこにおいて利用される原価情報に

ついて考察を行う。第3節では，原価情報の集約という観点から原価計算シス

テムの選択問題を論じ，原価情報の集約によって情報ロスの生じるケースと生

じないケースの条件を分析する。その際に，システムを選択する基準として，

情報システムから生み出される原価情報の予測の精度だけでなく，各システム

からの情報をもとに生じる利得（ペイオフ）ないし効用の大小を採用する。続く

第4節では，実際にシミュレーションを行って各原価計算システムのペイオフ

を算定し，原価計算システムの選択問題について分析する。最後にまとめと今

後の課題と展望を述べる。

2、原価計算システムのモデル化

　原価計算担当者（以下，管理者）が，原価計算システムによって行う種々の意

恩決定には，主として，①観察されるべき事象の選択，②選択された観察値を

処理する際に使用される手続きの選択，③様々な意思決定者に報告されるべ
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きデータ選択の3つがあげら牝るが，本稿ではこれらの選択問題をとりわけ原

価情報の集約という観点から分析を行う。なお，惰報集約の定義については，

井尻教授にしたがって，「関数戸∫（元）によって，一〇次元データ炉（伽，〃，……，

伽）をツ＝G1，ツ・，・…・・，伽）に変換し，刎＜例となるとき，これを情報集約という」

［ijiri，1975，p．109；井尻，1976，p．161］と定義する。

　分析の前段階としてFe1血am［1977］にしたがって，原価計算システムのモ

デル化を行う。第1図の破線で囲まれた11），（ii〕の部分が示すように，原価計算

システムには，（i）製品の需要予測に基づいて利用される原材料（より一般的に

は資源）の使用量を決定する機能と，（、。）その材料費を算定するという2つの機

能がある。

　ここで，図のκ，ζ，＆g，易ムはそれぞれベクトルであり，例えば町＝

（ql，……，q・），θ＝（θ1，……，θ・）である。添字の｛（｛＝1，……，伽）はコストカテゴ

リーを表す。最終的な情報集約として総原価が算定されるが，これを式で表す

と次のようになる。

　　　　δ＝免（¢σ）二Σ㌘一1ん（玖｛司）＝Σ㌘自工c、　　　　　　　　　　　　　　　｛1）

　ん（¢”，）＝0，は，コストカテゴリー｛に投入された原材料費関数で，0＝

（α，一・・，C咀）は各コストカテゴリーのコストベクトルである。

　　　　　　　　　　　第1図　原価計算システムの図示

　　　　　　　　　　　（i）　　　　　　　　　　　　（ii〕

　　　　　　　　　含1令

出所：Felth㎜，1977、皿似（破線部は筆者）
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　第！図をもとに議論を進めよう。本分析では原価計算システムの（ii）の機能に

焦点を当てる。管理者は当期の原価の実現値については不確実であり，ψ，α

という2つの原価情報（過去情報）を利用可能であると仮定す乱ただし，不確

実な変数θ、のために過去情報から完全なqと0の実現値を割り出すことは

不可能である。なお，添字のエ（ま＝ユ，……，T）は期閻を表している。管理者は，

¢0に関する過去の全情報を利用可能であり，それをもとに次期の0を決定

すると仮定する。

　ここで，管理者は，大きく分けて2つの情報システムを利用可能である。1

つは情報非集約型（disaggrigate）の情報システムであり，もう1つは情報集約

型の惰報システムである。すべての情報を生のままで利用するにはデータの保

管費が嵩み，その解釈にも時問がかかるので，計算コストがこれらの費用を下

回る場合，情報の集約が行われる。この場合，情報集約によって情報ロスを最

小に抑えるために従来利用されてきた主な方法は，Shi1linglawに代表される同

質性（homogeneity）の基準である。すなわち，「経営管理目的にとって，各勘定

（a㏄o㎜t）におけるデータは同質的でなければならない。これは，特定の勘定

に割り当てられる原価は，様々な原価態様の決定因子について同一の反応パ

ターンを示すものどうしでなければならないことを意味する。」［Shilli㎎1aw，

1972，p，77］というものである。これを統計学的に捉えれば，データ間の相関

や分布の近似による分類といえるであろう。この情報集約の過程を図示したも

のが第2図である。

　情報集約における同質性の基準は，確かに有用であるように恩われるが，一

口に同質性といっても様々なレベルがあり，どこで線を引くかという問題が

残っている。そこで，本稿では惰報集約が意思決定に与える影響を浮き彫りに

するために各情報システムを利用することによって得られるペイオフを比較基

準とする情報経済学アプローチを採用している13㌧この評価関数については後

述する。
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　　　第2図　椿報集約の方法
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テ叩一タカ｛1個 エンド

データが多数

分　布

代表値 ちらばり

　平均　　　　レンジ（範囲）
　　メジアン　　　　　分　散（γ）
　モード　　　　　　　標準傭差（σ）

出所：二木・朝野，1991，p．157．

　情報非集約型の原価情報システムをηdとし，そこから得られるシグナルを

ノ＝伐……，ツ字）と定義しよう。ここで，ツチ＝（ψ，0），qF（ql1，……，伽）。0＝

（01，……，0蜆）である。つぎに，情報集約型の原価情報システムを㌍とし・そ

こから得られるシグナルを〆＝ぴ，……，ツ苧），α＝1，……，刎と定義する。α＝1．2，3，

4のケースが第1表に示されている。もちろん，αを増やすことも可能である

が，説明を簡便にするためにαを4に隈定しているのであって，議論の一般

性は変わらない。

　情報非集約型システムηdは，文字通りすべてのカテゴリーについてのσと

Cについての情報を提供するシステムである。情報システム写1は，切について

の惰報はカテゴリー別に伝達するが，Cについてはその合計額のみを伝達する。

すなわち，シグナルッ1は次のようになる。

　　　　ツ←（ψ，δ’），ここでδ＝Σもα

このような情報システムの場合，採用されるのは重回帰分析である。しかし，

gどうしの相関が高いときには多重共線性の問題があるので，そのような場合

には必要に応じて集約の度合いを低める必要がある。つぎに情報システムη2
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第1表　原価情報集約の例

コストカテゴリー（伽＝4）　　　　1　　　2　　　　3　　　　4

ηd1ゲ　　　　　｛パ・　……　　榊

　　　　　　　α　・…　　　　　　”　CH

η1：ツユ

　　　　　　　ψ　1．　　　　　　　卿

　　　　　　　α“

η2：ツ2　　　　卯“
　　　　　　　α　・・　　　“・・・…

η3：ツ3　　gパ・　　　田。

　　　　　　　Cパ・　　　　　　α1

η4：ツ4　　グ・　　　卯
　　　　　　　α・・

卯2　　　　　　ψ3　　　　　　田“

α2　　　　　α茗　　　　　C■

ψ呈　　　　　　ψ3　　　　　　4“

　α
　φ
　δ
C’2　　　　　C旧　　　　　C“

　δ

であるが，これはσもCもその合計額のみを伝達する情報システムである。

よってシグナルノは，

　　　　メ＝（弘δ），ここでφ＝Σ㌘一1卯，

となる。このような情報システムが利用されるのは，例えば労働カテゴリーを

一括して労働時聞や労務費に集約してしまうケースである。情報システムη3

は，全原価情報01、を伝達するが，投入量に関してはカテゴリー1についてだ

け情報を提供する。すなわち，

　　　　ツ言＝（ψ1，α）

である。これは，コストカテゴリーが閻接費項目やアクテイビテイとして分類

されている場合，カテゴリー1の使用量を基準として，別々に報告される閻接

費からその他の使用量を割り．出せるときに使用される。最後に情報システム

η4であるが，これはαの合計額とカテゴリー1の使用量のみを伝達する。こ

の情報システムからのシグナルメを式で表すと，

　　　　ツ手：（伽，δ）

となる。いくつかの原材料項目の投入量の尺度として，あるアクティビティ尺

度が採用されており，しかも総コストのみ分かるという状況を示している。
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以上のモデル化をもとに次節では原価計算システムの選択問題を論じる。

3．原価計算システムの選択問題

［1］評価モデル

　原価情報の集約度の興なる原価情報システムを比較するために，ペイオフ関

数を導入する。すなわち，各情報システムから得られるペイオフの大小を比較

基準とするのである｛4〕。経営者と管理者の2人からなる単純な組織があるとし

よう。経営者が，環境状態と選択された行動から生じる結果について自分の選

好を示すペイオフ関数をもっていると仮定する。さらに，彼（女）は，情報シス

テムから得られるであろうシグナルに関する信念，起こりうるシグナルからの

環境状態に関する信念，およびシグナルを受けとったときに管理者が選択する

であろう行動に関する信念を持っていると仮定しよう。このとき，ある情報シ

ステムηから得られる期待ペイオフは次式のように定義される。

　　　　E（ω1払ツ，η）＝Σ∫ω（s．カ）φ（∫1γη）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2a）

　　　　1≡；（ω1呪α）芒Σγ返（ω1α（リ），ツ，η）φG　lη）　　　　　　　　　　　　　　　　　（2b）

記号の説明が第2表に要約されている。

　（2b）式のαG）に注目しよう。これは，管理者がツを受けとった後で選択す

るであろう行動に関する経営者の信念であるが，2人の間に情報の非対称性が

ある場合，経営者のペイオフ最大化が歪められる可能性がある｛5〕。しかし，こ

こでも情報集約の効果にのみ焦点を当てるため，経営者は完全な予測α～）

を行うことができると仮定する。すなわち，

　　　　E（ω1αヰG），皿η）＝仰泌κE（ω1κ，皿η）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　　　　　　　　　　　　　工∈x
よって，ここでのペイオフ最大化閥題は，単一人意恩決定問題に退化する。本

稿では，この単一人意思決定問題を採用して，期待ペイオフ（Eω）の大小を比

較する。なお，単純にペイオフのみを比較する便宜上，情報システムを運営す

るコストについても明示的には扱わない㈲。
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266 　　　　早稲田商学第362号

第2表　評価モデルにおける記号の説明

x＝1劫　　1代替的行動集合

∫＝131　　：環境状態の集合

ω（∫，エ）　　：経営者のペイオフ関数

α（ツ）r　　　シグナルッを受けとった管理者によって選択されるであろう行動に

　　　　　関する経営者の予測

φ（51ツ，η）　：情報システムηから得られたシグナルッを条件とする5に関する確

　　　　　率分布（3に関する事後的確導信念）

φ（ツ1η）　・情報システムηからえられるであろうシグナルッに関する経営者の

　　　　　確率信念

［2］原価情報の集約によって情報ロスの生じるケース

　情報システムη’の代わりにη”を利用することで生じる情報ロスをL（η’．η”）

と表し，これを両システム間の期待ペイオフの差として定義する。すなわち，

　　　　L（η’，η”）＝E（ω1η’）一E（ω1η”）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）

である。一般的にこの差は，正か負かゼロの値をとる。しかし，われわれは

「非集約型の情報が集約型の情報によって歪曲（garb1i㎎）されるのであるなら

ば，集約型の情報が非集約型の惰報よりも高い価値をもつことはない。」とい

うBlackwellの定理7〕から，η’がη”よりもより集約されていない情報を提供す

る惰報システムであるとき，L（η’，η”）は通常，非負の値をとることを確認する

ことができる。よって，情報集約は1つの情報歪曲として受けとることもでき

るのである。

　この定理を援用して，第1表の例をもちいれば次の結果を得ることが知られ

ている。

　「経営者が情報を十分に活用するとき，情報要素を加えたり（ηdからη1な

いしη2への移動），情報要素を削除したり（ηdからη3あるいはη1からη4へ

の移動）することによって彼（女）の期待ペイオフを高められないとき，期待ペ

イオフは減少させられるか変化のないままである。」この条件が満たされると

　648
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き，以下の関係が成立する。

　　　（・）L（ηd，η蜆）≧0fora1lα＝1，2，3，4

　　　（・・）〃1，η2）≧O

　　　（il∋L（η1，η4）≧0

　　　（1・）L（η3，η4）≧0
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（5〕

［3］原価情報の集約によって情報ロスの生じないケース

　前項では，情報集約によって情報ロスが生じる条件を検討したが，同様に情

報ロスが生じないケースも存在する。すなわち，「惰報が最適に利用されてい

て，集約型の情報が非集約型の情報の十分統計量（suficient　statistic）になって

いる場合，原価惰報の集約によって情報ロスは生じない。」

　集約された情報が，非集約情報の十分統計量となるには少なくともつぎの2

つの状況が考えられる。1つは，すべての投入量の単位コストが同一の平均と

同一の分散で正規分布しているような場合である。このとき，ツ1，ツ2は〆の

十分統計量となる。もう1つの状況は，集約されたそれぞれの情報の中に，唯

一の非集約情報を見いだせる場合である。これは，以下の3つの状況にまとめ

られる峰〕。

　　（・）’投入コスト（C，）が1次独立であることが分かっている場合（すなわ

　　　ち，0・，：ρ、Cl，for　al1｛＝1，……．榊であるとき，ただし，ρ1，は既知のス

　　　カラーでΣ牡1μ、＝0），

　　　　L（卯，η工）＝o

　　（・i）’投入量（ωがユ次独立であることが分かっている場合（すなわち

　　　q。＝λゆfor　a11｛＝1，……，伽であるとき，ただし，λ。は既知のスカ

　　　ラー），

　　　　工（ηd，η3）＝0

　　ω’／i〕’とω’の条件が満たされるとき（さらにΣもλ。，＝0のとき），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　649
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　　　　五（ηd，η匝）＝0　α＝1，2，3，4

　以上によって情報集約によって情報ロスの生じるケースと生じないケースが

明らかになったので，次節では情報ロスの生じるケースをシミュレーションし，

各情報システムを比較分析する。

4．シミュレーションによる分析

　前節第2項では，Blackwellの定理にしたがって5つの惰報システムの相対

的な比較を行ったが，本節では実際に惰報ロスの大きさを算定するために数値

例を用いてシミュレーションを行い，得られた含意について検討を行う。まず，

最小自乗法をもちいて各情報システムが当期に発生するコストをどれ位の精度

で予測できるのかを測定する。つぎに，評価関数をもちいて各情報システムか

らのペイオフによる比較を行う。

第3表線型費用関数

投入量関数：

原材料費閨数：

製造費用関数：

gFル片ε・

ここで，qI……2×1の投入量ベクトル

　　　　〃一・2X工の産出量ベクトル

　　　　λ……各製品1単位を産出するのに必要な投入量を決定す
　　　　　　る2×2の行列

　　　　ε、……2X1の投入量に作用する不確実な環境要因ベクトル。
　　　　　　平均はゼロ

C・筥五十つ伽十μ・，仁1，2

ここで，CF（C。，α。）各投入量の総原価

　　　／＝伽，力）定数。未知の投入固定費

　　　　。＝（伽，伽）定数。未知の投入変動費

　　　μF（μ。，μ王）原材料費に作用する不確実な環境要因ベク
　　　　　　　　　　トル。平均はゼロ

E（clκ皿η）＝E（c1皿η）十E（む1γη）工

　‘＝（ω，α）定数。未知の製造変動費

E（小η）！E（砂1〃）λ
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　分析にあたっては，単純化のために2つの原材料の投入を必要とする2つの

製晶の生産を考える。材料使用関数（第1図のg）と原材料費関数（同ん）をとも

に線型と仮定しているので，製造費用関数も線型となる。これらは，具体的に

は第3表にまとめられている。

　最小自乗回帰モデルが，第4表にまとめられている19）。この予測モデルは，

未知の固定費⑦と変動費（〃）を予測するためにもちいられる。∫と〃は，シ

ミュレーションの聞中，一定に保たれている。サ＝1，……，20とし，それぞれの

期問における生産量，原材料の投入量，材料費を計算するo①。この過去情報に

基づいた原価情報の予測をもとに経営者は意思決定を行う。生産量の過去情報

第4表最小自乗法による回帰モデル

原材料費関数

ヂ……α＝∫十仙ψ十μ血｛＝1，…・，伽

η1……C’＝∫十Σ仁］仙伽十＾

η2・・““α一∫十〃卯十μ’

η豊……0F∫十岬1＋μ曲仁1，……，伽

η里……CF∫十榊十μ1

最小自乗法による変数の予測

（二）一鮒・α・

（1）一σ・ジ・1・

（∫　＝（σQ）■工σc
〃

（1）一伽）一・α・

（1）棚一帆

ここで，

！一（ll

C＝Σ狂コC］

r（；1）

QF（止，唖。）

Q＝（・，田）、

・一（1）

ρ＝（・、⑭，……伽）

習＝Σ各1伽

…ll）
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は，全期間入手可能であると仮定しているが，投入量と材料費に関する情報は

情報の集約が行われているためにシステムごとに異なる。このエ＝1，……，20を

100回繰り返し，その平均をまとめたものが第5表である。この表は，実際の

値に比べてどれだけ予測が的中するかを表している。しかし，重要なのは予測

の精度それ自身でなく，それがもたらすペイオフの大小にある。そこで，以下

第5表変動費予測

数値例
｝篇・）1一（：llll：一・一（・・…）

　　　　　実際　　　　ηd　　　　η1　　　　η2　　　　η3　　　　η4

　刎　　　　　　　　　20　　　　　　　ユ9．87　　　　　20．23　　　　　　　　　　　　　　　ユ9I87

　　　　　　　　　　（3．9）　　（6．7）　　　　　　（3，9）

〃…　　　　　　　　40　　　　　　　39．95

　　　　　　　　　（4．2）

唐　　　　　　　　O，88
　　　　　　　　　（O．07）

雇　　　　　　　　O．7ユ
　　　　　　　　　（0．12）

1単位当り製造変動費

o　　　　　　　　　36　　　　　　　35．93

α　　　　　　　　　28　　　　　　　27．86

40．31
（5．6）

38．44
（4．ユ）

0，85　　　　　0．76
（O，07）　（0．1！）

36．29　　　　　38．44

28．29　　　　　29．03

46．25
（4，2）

0．88
（0．07）

O．ユ5

（O、ユ2）

30，25
（8．1）

O，67
（O．14）

40．97　　　　　45．24

29，工2　　　　　30．25

注：（）内の値は，標準偏差を表す。

第6表　情報システムの期待ペイオフと情報ロス

ηd

期待ペイオフ　　2，938．5

惰報ロス

　ムくηd，η血）

　血＝1，2，3，4

　η工　　　η2　　　ηヨ　　　η司

2，798．5　　　　　2，388．0　　　　　1，930，5　　　　　1，064，0

ユ40．0　　　　　　　550，5　　　　　　1，008．0　　　　　1，874，5
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の評価（ペイオフ）関数ω（∫，π）をもちいて各情報システムからのペイオフを

計算し，ηdと比較した情報ロスの大きさを算定する。その結果をまとめたも

のが第6表である。

　　　　ω（∫，”）＝＝（50一ω）伽十（32一α）伽　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　シミュレーション結果は，15）式の関係を支持している。ηdに対する各惰報

システムの情報ロスは第6表の通りであるが，エ（η1，η2），エ（η1，η4），エ（η3，η4）

はそれぞれ，410．5．1734．5，866，5である。また，本結果から工（η2，η3）＞0，

五（η2，η4）＞Oという関係も得られている。ただ，これらは一つの実験例であっ

て絶対的な結果ではない。各材料費の変動の相関が高い場合や投入する材料の

数を増加させるといったようにパラメータを変化させることによって本結果と

は異なる結果が得られる可能性が十分にある。

5．むすびにかえて

　本稿では，情報集約という観点から意思決定に適合的な原価計算システムの

選択問題に主眼を置き，情報集約によって情報ロスが生じる場合と生じない場

含の条件を明示し，実際にシミュレーションを行って情報ロスを算定した。そ

れによって，原価計算システムを設置し運用することは，どれだけの価値を生

み出すかという間題を扱うことができた。

　今後の課題として，情報システムのコスト測定をどのようにモデルに導入す

るかという問題がある。コストを分析に導入する場合，意思決定者のリスク回

避度とも関連するため，起こりうるキャッシュフローにもさまざまなバリエー

ションが考えられるので，これらの事項についても考慮する必要がある。また，

シミュレーションについてもベイジアンアプローチによる回帰分析の採用があ

げられる。これによって，情報入手による意思決定者の確率信念の変化を明示

的に扱うことができるであろう。
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激1〕周釦のように，わが国の「原価計算基準」は原価計算の冨的として，財務諸表作成目的，価格

　　設定目的，原価管理目的，予算管理目的，基本計画設定目的の5つをあげている。また，これら

　　の目的は通常，財務諸表作成目的と経菅管理目的の2つに大別される。

　12〕！980年代前半までに行われてきた管理会計研究に疑問を呈し，こうした実務主導型の研究の必

　　要性を説いたのは，とりわけKaplan［1984］，Johnson　and　Kaplanエユ987］である。これらの議論の

　　影響を受けて．アメリカの学会におけるABCへの関心の高まりは櫻井教授によって「アメリカは

　　レフリー制度と称して覆面の研究者が論文を審査するのであるが，この時期（筆者注；

　　1989－1990）はABCの全盛時代であり，ABCに少しでも反対すれば，一部の雑誌では決してその

　　論文は日の目を見ないといった時代であった。」［櫻井，1993，p，63］と紹介されているが，現在

　　では「個々の企業が現在採用しているシステムと比較してABCの導入が効果的であるかどうか

　　を判断するには時問が必要であろう。」［Coates，Rickwood狐d　Sta㏄y，1993，p．78］とその動向を

　　静観する姿勢も出てきている。また，Coates，et　alは，ABCを特別な原価計算技法として提え

　　るのでなく，従来から存在した活動原価計算（例えば，Longman　andSchI土f［1955コ、Staubus

　　［1971］）の精綴型と捉えてABCを紹介している。また，新しい原価計算システムの動向について

　　は，Cha1⑪s［1992］，小林［1993］，加登［1993］に詳しい。

　13〕原価討算の領域に関して情報経済学的アプローチないし決定理論アプローチを採用している代

　　表例として，Demsk1and　Fe1tham［ユ976コがある。また．このアプローチをもちいた会計情報シス

　　テムの選択については，Demsk1［1980］，石塚外［1985］，石塚［1990］，佐藤［1993］を参照されたい。

　14）この意味において，当事者のリスク選好はリスク中立型であると仮定してい糺

　15）このような問題ほ，エイジェンシー・モデルで扱うことができ孔その詳細については，石塚

　　外［1985］，佐藤［1993］を参照されたい。

　16〕現実に原価計算システムの開発ないし適用にそれ相応のコストがかかる以上，システム運営の

　　コストは極めて重要な考慮事項であるが，本例の場合，そのコストを外生的にしか与えることが

　　できないために分析から外している百実際の運営にあたっては，当該システム適用のベネフイッ

　　トとそのコストの差額の一番大きいものが採用されなければならない。

　17〕Blackwdlの定理の詳細については，Blackwell［1953］を参照。なお，研究者によっては，こ

　　の定理をRao－Blackwellの定理として紹介している。

　（8）この言正明については，Feltham［1977，Appendix］を参照。

　19〕第4表のようなベクトル表示による回帰モデルについては，例えばGo1dberger［1964］を参照。

　00生産量は，市場の需要調査に基づいて変化するので，比パ〃（150，402），物一〃（200，502）とい

　　う2つの正規分布からランダムに決定している。予定の正規乱数Xの期待値を肌分散を∫2と

　　すると，xは次式によって生成される。

　　　　Xr⑰閉（Σ1－1・r地／2）十㎜

　　ここで，蜆は区聞（O，1〕上の一様乱数の発生回数である。

1い！の分散共分散行列眺それぞ帆一（蔦111）イζ、ふ）！仮定す

る邊平均が㎜，㎜，分散が312，∫ヨ呈．相関係数ρの2次元正規分布〃（物，物；∫12、∫22、ρ）にしたがう

乱数ア1，篶（本例ではEl，ε2〕は，標準正規分布〃（O，1）

式によって生成される。

　　γ1＝㎜1＋｛1x1

　　篶＝物十32（〃1＋唖
　なお，乱数について詳しくは伏見〔1989］を参照。

にしたがう相互に独立な乱数苅、乃から次
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